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厚生委員会会議録 

平成２３年２月２８日（月） 

（開 会）１０：００ 

（閉 会）１４：３６ 

 

○委員長 

 ただいまから厚生委員会を開会いたします。「議案第１０号 平成２３年度飯塚市国民健康

保険特別会計予算」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○健康増進課長 

 「議案第１０号 平成２３年度飯塚市国民健康保険特別会計予算」について、補足説明をい

たします。 

２４５ページをお願いします。第１条で歳入歳出予算の総額を１３９億４１１２万円と定め

るものでございます。昨年度と比較いたしますと、１億３４００万８千円、０.９７％の増と

なっております。 

まず、歳出予算からご説明いたします。予算書の２５９ページをお願いいたします。第

１款第１項 総務管理費につきましては、職員２２人分の人件費等の経常的な事務費を計上

いたしております。 

２６２ページをお願いします。第２款 第１項 療養諸費につきましては、一般被保険者、

退職被保険者の療養給付費及び療養費の経費を計上いたしておりますが、一人当たり医療費が

増加していることから、前年度と比較して１目 一般被保険者療養給付費で１億６１６４万

９千円、２目 退職被保険者療養給付費で３１７８万５千円の増額の予算計上をいたしており

ます。第２項 高額療養費 第３項 出産育児諸費 第４項 葬祭諸費につきましては、昨年

の実績をもとにそれぞれ所要額を計上いたしております。 

２６３ページをお願いします。第３款、第１項 後期高齢者支援金につきましては、過去の

給付実績に基づき推計して予算を計上いたしております。今年度は、平成２１年度の精算によ

り超過負担分が発生する見込みのため納付額が減少いたしております。 

２６４ページをお願いします。第５款 第１項 老人保健拠出金につきましては、後期高齢

者医療制度の発足により老人保健制度は平成１９年度で廃止されましたことから、平成２３年

度の拠出金はございません。第６款、第１項 介護納付金につきましては、２号被保険者に対

する介護給付費納付金で、過去の納付実績に基づき推計して予算を計上いたしております。本

年度は、昨年度と比較して７８７５万１千円の増加となっております。 

２６５ページをお願いします。第７款 第１項 共同事業拠出金につきましては、高額な医

療費に関する給付の発生による国保財政への影響を緩和するため８０万円を超える医療費につ

いて交付金を交付する高額医療費共同事業及び市町村の保険料の平準化、財政安定化を図るた

め３０万円を超える医療費について交付金を交付する保険財政共同安定化事業に拠出するもの

で、国民保険団体連合会が示す算出基準に基づき予算額を計上いたしております。 

第８款 保健事業費 第１項 特定健康診査等事業費につきましては、特定健診及び保健指

導に係わる経費を計上いたしております。平成２２年度は健診受診率５５％を目標といたして

おりましたが、平成２３年度では６０％、約１３，９００人を目標といたしております。なお、

最終年度の平成２４年度には受診率が６５％となることを目標といたしております。 

２６６ページをお願いします。第２項 保健事業費につきましては、７５歳未満の方を対象

としたはり、きゅう施術費給付金を計上いたしております。第９款 第１項 基金積立金につ

きましては、平成２１年度に積み立てました国民健康保険給付費等準備基金３６９０万３千円

に対する運用収入の積立金でございます。 

次に、歳入についてご説明をいたします。２５２ページをお願いいたします。第１款 
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１項 国民健康保険税につきましては、経済情勢の悪化や被保険者数の減少により、昨年度

に比べまして、総額で１億２５６６万２千円の減少となっております。 

２５４ページをお願いします。第３款 第１項 国庫負担金につきましては、一般療養給付

費分・老人保健拠出金分・介護納付金分・支援金分に係る国の負担率３４％、並びに高額医療

費共同事業の負担率４分の１、特定健康診査等負担金の負担率３分の１で計上いたしておりま

す。 

２５５ページをお願いします。第２項 国庫補助金につきましては、財政調整交付金として、

市町村間の財政力の不均衡を調整する普通調整交付金並びに精神・結核等の医療費に関する特

別調整交付金を計上いたしております。 

第４款 第１項 療養給付費交付金につきましては、退職被保険者にかかる療養諸費、高額

療養費等から退職分国保税を除いた分が交付されます。２３年度は退職の療養給付費等の増加

により交付金も増加する見込みでございます。 

第５款 第１項 前期高齢者交付金につきましては、交付金の交付基準に基づき算出いたし

ておりますが、２２年度と比較いたしますと７３９０万２千円の増額となっております。 

第６款 第１項 県負担金につきましては、高額医療費共同事業負担率４分の１、特定健康

診査等負担金負担率３分の１で計上いたしております。 

２５６ページをお願いします。第２項 県補助金につきましては、定率交付金及び財政健全

化交付金を計上いたしております。第７款 第１項 共同事業交付金につきましては、国民保

険団体連合会が示す算出基準に基づき予算額を計上いたしております。 

２５７ページをお願いします。第９款 １項 一般会計繰入金につきましては、約

７２００万円の増加となっております。この主な理由につきましては、低所得者の保険税軽減

が増加したことにより保険基盤安定事業繰入金及び交付税算定係数の変更により財政安定化支

援事業繰入金が増加したことによるものです。２項 国民健康保険給付費等準備基金繰入金に

つきましては、全額を取り崩すこととしております。なお、２３年度は、基金を取り崩しても

歳入不足になっておりますので、約２億７６００万円を普通調整交付金で財源調整をいたして

おります。 

以上で国民健康保険特別会計の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○楡井委員 

 それでは本委員会のいろんな議案についての質問も代表質問のときに同じようにですね、市

民の閉塞感の打開という側面から、それに資するものになっているかどうかという視点で質問

をしたいと思います。それで委員長、歳入のほうから入っていいですか。それではまず

２５２ページのほうからですが、国民健康保険税のうち一般被保険者分が１億４２１１万３千

円減となっています。前年比で比べてですね。それから退職被保険の税金のほうで言えば

１６４５万１千円の増となっています。この増と減、両方あるわけですけども、特に一般被保

険者の分の減る、減収率と言うんですか。これが総予算の１３９億円となりますから、１％以

上の減収ということになるんでしょうけども、これについての原因を説明していただきたいと

思います。 

○健康増進課長 

 一般被保険者分の国民健康保険税につきましては一人当たりの課税標準額が、前年度の当初

予算の見込みに比べまして減少しております。それとあわせまして被保険者の数も減少したこ

とにより、大幅な減額ということになっております。 

○楡井委員 

 それではその評価額と言うんですか、収入が減ったということなんでしょうけど、それから
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人数ですね、人数が減ったということで、一般被保険者の人数が減ったということなんでしょ

うけども、その増減は分かりますか。 

○健康増進課長 

 平成２２年度当初予算では一般被保険者といたしまして３２,５９０人、本年度の当初予算

では３１,８０７人というふうに減少してきております。一人当たり課税標準額につきまして

は昨年の当初予算では４４万８５５２円、本年度は４３万１３０４円となっています。 

○楡井委員 

 人数にして約６００人ぐらいですか。それから金額にして１５,０００円ぐらいですかね。

この人数で１億４２００万円も減るということになるんですか。それでは次に２５５ページの

国庫補助金の問題についてお聞きしたいと思います。国庫補助の推移についてなんですけど、

負担金で２６億６４００万円余りですね、それから補助金のほうで１５億２８００万円余りと

いうことで４１億９千万ぐらいの歳入ということになるんですけども国政の場で、日本共産党

がですね、国庫補助率が漸減してきているということを指摘して、これをもとに戻せという要

求をしてるんですよね。それに対して、それがですね、自治体の国保会計を窮状に追い込んで

いるという指摘をしてるんですけども、その改善のために国庫補助をふやしなさい、もとに戻

しなさいというふうな要求、論戦をやっておりますが、本市の国保会計の上で、その国庫負担

率がどんなふうに表れてるのかということについての説明がお願いできますか。 

○健康増進課長 

 決算でお答えさせていただきます。平成１９年度が全体歳入に対しします国庫支出金の割合

が３０.５％、２０年度が２６.９％、同じく２１年度が２６.７％というふうになっておりま

す。国民健康保険における国庫支出金の割合につきましては、以前は４０％、負担金分が

４０％、それと調整交付金関係が１０％、５０％というようなかたちになっておりました。そ

の後、制度改正ありまして、現在、全体の割合としては変わっておりませんが、国の関与とい

たしましては３４％プラスの９％というようなかたちになっております。全体的な割合として

は、先ほど言いましたように２６.７％、２６．９％と、２７％を割る割合になっております

けども、従来は全体に対する割合がまだ高かったのですが、現在共同事業拠出金ということで、

再保険制度ということで、それが歳入歳出に入ってきております。その額が２１年度決算では

１７億５千万円ほどございます。そういったこともございまして、割合としては国保支出金の

割合を下げるような効果になっておりますけども、補助率といたしましては国、県合わせた中

では従前とは変化はございません。 

○楡井委員 

 国の補助率というのが３０.５、２６.９、２６.７とこういうふうに減ってきているけど、

平成２１年分２６.７というふうに減ってきた補充といいますか、手当てを県が１７億５千万

円ですかね、やってると。それから全体的には国と県と合わせればプラスマイナスとんとんで

すと、こういう説明ですか。これに関して、厚生労働省は一般会計から繰り入れを止めるよう

にという通達を出しているというふうに聞いていますが、それが事実かどうかということと、

もし通達の日付等がわかれば教えてください。 

○健康増進課長 

 厚生労働省では毎年当初予算編成時に基本的な編成方針というものを、通達を出します。平

成２３年度分につきまして、その中で一般会計からの繰り入れ、赤字補填の繰り入れはしない

ように、基本的には税率を改正してその分を補てんしなさいというようなかたちで、通達を出

しております。通達日は１２月２８日です。 

○楡井委員 

 赤字補填分、まあ法定分はしょうがない、当然いれないといけないわけですけども、国保会

計が赤字になっている、それを補うために一般会計のほうから繰り入れる、これはやっちゃい
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かんというのを去年の１２月２８日に通達したということなんですね。１２月２８日というの

はもうほとんど次年度の予算編成が庁内でほぼ終わるというような時期ではないんですかね。 

○健康増進課長 

 飯塚市の場合はヒアリングも終えまして、財政当局との話は進んでいる段階でございます。 

○楡井委員 

 飯塚市の場合は、この一般会計からの赤字補てん分の繰り入れというのが今までのところな

かったからですね、この通達に左右されることはなかったんじゃないかというふうに思います

けれども、一般的に見て繰り入れをやってるところなんかの状況を考えれば、目ん玉に指突っ

込まれるような感じのやり方になってるんじゃないかと思うんですよね。それも市の財政から、

一般会計から入れたらいかんと、足りない分は被保険者から取れと、こういう通達なんですね。

大変ひどいやり方じゃないかというふうに思うんですが、この繰り入れを実施している自治体

の場合、通達どおりに実行したら、そこの国保会計はどうなるわけですかね。税率改正が当然

間に合いませんよね、これ。１２月２８日の通達ですからね。その場合どうなるんですか。 

○健康増進課長 

 今回の通達につきましては、将来的な広域化、国民健康保険制度の広域化、県のほうに県主

体でやるということを前提に考えてるものと、私たちは思っております。いま県のほうが国保

の分を広域化で、県が保険者となるようなかたちで調整は進んでいるわけですけども、県のほ

うといたしましては今までの赤字体質のままそれを引き受けるということであれば、県から繰

り出しをしなくちゃならないと。財政が非常に苦しい中でそこまではみれないと。そこで県の

ほうが拒否してるわけですけども、おそらく国のほうはそこを広域化する前までに平準化して

ちゃんとした形にしなさいという意味でしてると思います。ただ、今回予算編成方針で出され

ておりますが、これを急にたかだか３カ月ぐらいで税率改正をすることが基本的には不可能で

すので、平成２３年度についてはそのまま繰り出しの形が発生するのではないかと思っており

ます。 

○楡井委員 

 平成２３年度は赤字補てんで繰り入れている自治体は、それは継続されるだろうということ

なんでしょうけども。この広域化っていま説明がありましたけど、この広域化ということにな

ればたくさん医療費がかかっている自治体、あまりかからない自治体、これは介護保険と同じ

ような形、介護保険も広域でやってまして同じような形にこうなる可能性がある。はじめは全

県１つかもしれんけど、何年か経ってその矛盾が出てきて、Ａランク・Ｂランク・Ｃランクて

な形でですね、介護保険にやられているようですけども、それと同じような形になる可能性と

しては、おそれとしてはどうなんでしょうかね。 

○健康増進課長 

 委員おっしゃいますように、その懸念が全くないとは言えないと思いますが、そもそも医療

保険制度自体が相互扶助の考え方でやっておりますので、県全体を平準化するという意味で広

域化が図られるということですので、そういったことが前提で考えられるのでしたら、広域化

の意味自体がなくなりますので、そこはないんじゃないかというふうには考えております。 

○楡井委員 

 懸念の状態を今ここであれこれ言ってもしょうがないと思うんですけど、ちょっと話をまた

先に進めます。小学校３年生までの医療費無料化が、一部負担はありますけど、いま飯塚市で

実施されています。これに関して、一般会計から１億４００万円あまりが繰り入れられている

というふうに思うんですけども、その数字が正確であればそれでいいですけども、もし間違っ

ていたら訂正していただきたいんですが、この小学校３年生までの医療費の無料化の施策によ

る負担金分というんですかね、一般会計からの繰り入れ分、これはいくらになるのかですね、

分かりましたらお願いします。 
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○健康増進課長 

 いま言われました１億４７９０万円については、軽減分の保険者支援分の額になっておりま

す。医療費無料化に関します繰入金といたしましては、４９５９万円。ただしこれは子ども医

療だけじゃなくて、障がい者医療、ひとり親家庭の医療費助成分を含んだ額でございます。こ

れは全体で本来ならばこれの倍、１億円弱の金額が負担金としてもらえない額なんですけども、

一般会計から負担していただく額はその２分の１ということで、先ほど言いました４９５９万

円を繰り入れております。この分の子ども医療分だけというのは、ちょっと算出いたしており

ませんので、すいませんが御了承をお願いいたします。 

○楡井委員 

 同じく、一般会計の繰り入れ分として、２割・５割・７割減免分の補てんと言いますかね、

繰り入れがある。これは４億６８２５万３千円という数字でいいのかどうかということと同時

に、これは国の施策として２・５・７の減免の施策が行われているわけですので、当然これは

交付税措置というかたちで行われるものなのかどうかについて説明してください。 

○健康増進課長 

 ７割・５割・２割の軽減措置での一般会計繰入金は、先ほど言われました４億６８２５万

３千円でございます。そのうち、県のほうが４分の３、これは全体額でございますが、そのう

ち４分の３を県のほうがみておりまして、あとの４分の１を市の一般会計のほうで見ておりま

す。額としましては県のほうが３億５１１８万９千円、市のほうが１億１７０６万４千円と。

この財源といたしましては、交付税のほうで、市のほうもそうなんですけども、交付税として

算入をされております。 

○楡井委員 

 いま言われた４億６８００万円あまりは、市の負担はないと、後で交付税として入ってくる

ということで。それから２６２ページなんですけども、療養諸費というのがあると思いますが、

歳出になるんですかね。２６２ページ。一番上のところ、療養諸費、これは款項の合計では

１億８６８５万４千円の増となっておりますが、中身の１目と２目を合わせれば１億

９３４３万４０００円の増ということになっていると思うんですね。先ほど１人当たりの医療

費の伸びというようなことでの説明がありましたけど、一番初めに聞いた税収では１億

２５６６万２千円の減ですから、減と増の差ということになれば約３億１９００万円ぐらいの

差になると思うんですね、約３億２千万円ぐらいのですね。ですから、当然この分が赤字とい

うかたちになるんじゃないかと思うんですが、この収支バランスをどう取るのかなということ

なんですけど、説明お願いできますか。 

○健康増進課長 

 いま言われました療養諸費の中で、影響がある部分といたしましては一般被保険者分だけに

なります。退職者被保険者につきましてはこのかかった分から税を引いた分が療養給付費交付

金のほうで補てんをされますので、この場合一般被保険者の分につきましては、税の方に直接

跳ね返ってくるというような形になります。今言われましたように、療養費は増えて税は減っ

てる、当然の結果といたしまして歳入不足に陥ります。先ほどちょっと全体の説明の中で申し

あげましたが、基金を残り分を全額取り崩しても、２億７６００万円ほど歳入が不足しており

ます。その分は財源調整といたしまして、普通調整交付金の方で財源調整をしてバランスをと

っているような結果となっております。 

○楡井委員 

 今ある３７００万円くらいの基金の取り崩し、それから調整交付金ということでのバランス

だということなんですけども、なかなか大変なきつい状況になってくるのではと予測できます

が、それを直接すぐに市民に負担をかけるということについては、ちょっと検討する必要があ

ると思いますが、続いて２６３ページの後期高齢者医療支援分という項目で、１目が昨年に比
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べて大きく２億６７００万ほど減ということになっております。先ほど説明でちょっと聞き漏

らした点もあるんですけど、返還金が大きいというような内容だったかなと思うんですが、こ

の減額についての説明をお願いしたいと同時に、この減額の金額は現年課税分の６４％と大き

な金額にあたると思いますので、もう少し詳しく説明をお願いしたいと思います。 

○健康増進課長 

 高齢者支援金につきましては、概算の納付額と前々年度の精算分の差し引きによりまして最

終的な支援金の額が確定いたします。概算の分につきましてはほとんど増減はございませんが、

精算分で過払いが発生いたしておりましたので、２１年度、発生する見込みでございますので、

その分を差し引いたところで、今回の減額というような形になっております。 

○楡井委員 

 過払いの見込みということなんですけど、こんな大きな金額があったり、なかったりという

ようなことはあるんですかね。 

○健康増進課長 

 概算の費用につきましては、国の方が推計した数字で概算請求するわけですけども、実際に

２年後に清算した段階では、これ制度自体が始まったばかりですので、そこの分の見極めが非

常に難しかったというところがあると思います。そういうことで、そこの精算分が多く発生し

たということでございます。 

○楡井委員 

 実績に基づいてということで、１つの試算をしていく上で、実績が１つの数字の根拠になる

ということだと思うんですよね。１つはですね。それで、これだけ大きな過払いなりが出てく

ると、予算そのものが非常におおざっぱな感じになってしまうんじゃないという恐れがあると

思うんですよね。そうなってくると、きめ細かな施策になっていかないんじゃないかという気

がして、ちょっと心配なんです。それで、２６５ページの特定健診の事業の問題について説明

をお願いしたいのですが、この特定健診事業費の中で説明の欄のページの一番下の段になりま

すかね、１億３０１４万４千円ですか、数字があげられておるんですけど、国の負担が５０％

じゃなかったかと思うんですけども、この事業そのものの効果が今年３年目なんですか、始ま

ったときにですね、効果は数年後にならんと出て来ないのではというふうに言われて、説明が

あってました。そういう意味では、そろそろ効果の現れる時期に入ったのではというふうにも

思うんですが、医療費抑制の切り札的な事業として、これが取り組まれておるわけです。それ

から現状の成果及びこのほかにあげられる医療費抑制の取り組み、そしてどういうことがやら

れてるのかですね、説明なり紹介なりしてください。 

○健康増進課長 

 まず費用でございますが、これは全体数字として１億３０００万ほどかかっておりますけど

も、このうちに補助の対象とならない部分がございますので、国県で一応３分の１、３分の１、

保険者が３分の１という組み立てでございまして、国が２８４０万８千円、県も同額で負担を

していただいております。それで特定健診を始めて、もう３年目になりますが、まず受診率の

推移といたしまして平成２０年度が４０．７％、２１年度が若干下がりまして４０．０％、本

年度はまだ途中になりますけども現在のところ４１．９％と若干増加をいたしております。こ

この効果が急には現れないということでございますが、これとは別に市の方でヘルスアップ事

業を実施しております。２０人ほどの対象者をヘルスアップ事業の方に参加していただきまし

て、運動教室とか健康指導、食事の指導とかそういったもので非常に改善率といたしましては、

非常に高くなっており、体重の減った人は２０人中、そのままか減った人は１９人、それ以外

コレステロールとかそういったものの数値を改善した分は７０数％ぐらいたしかなってたと、

あとはその方たちは保健師なり体育指導員が６ヶ月間ずっと見ていた中での変動と言いますか、

ただ一般の方は６カ月間の間にうちの方も指導いたしますが、そのうち３回、初回と中間と最
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後というような形の指導になってまいります。その間に御本人さんが、いかにそれが指導され

た分を実践できるかというところにかかってくると思います。それを実践していただければ、

効果としては現れていくものではないかと思っております。医療費の削減ということでござい

ますが、今の特定検診事業と併せましてあとはジェネリック医薬品をできるだけ多く使ってい

ただいて、医療費の削減というふうな形で広報活動には力を入れております。 

○楡井委員 

 ヘルスアップ事業ですかね、これは特定健診と連動するというか、関連してるんですかね。 

○健康増進課長 

 特定健診を受けられた人の中で抽出して、県の補助金をいただいてその事業を実施しており

ます。 

○楡井委員 

 実験的と言ったらおかしいけど、試行の状況かなと、２０人という人数少ないですからね。

１万３０００、ことしは１万３０００くらいやったですかね、１万３９００人を対象にしてと

いうようなことを目指してということやったと思いますので、もうすでに１万人を超す人たち

が検診受けて、何もないというふうに言われた人はそれでいいんだろうと思いますけど、何ら

かのあれが必要という人もそれなりの人数、ちょっと私もわかりませんけど、おられるんじゃ

ないかと思うんですよね。そういう人たちにこの制度、かなり体重がそのままか抑え気味と、

コレステロール等も下がっているという状況が出てきているといく意味で言えばね、有効かな

と思うんですよ。これを後広げていくという可能性としては、どうなんですか。 

○健康増進課長 

 現在、先ほど言いましたように指導の対象となる方に対しては６ヶ月間、間に３回ほど見て

いくような形をとっておりますが、その中でも特に余り効果がない方については積極的にこち

らの方から関わっていって、できるだけ効果の出るような形で事業実施をしたいと、そのよう

に考えています。 

○楡井委員 

 国保の医療費が上がって、先ほど言ったような、説明をお願いしたような税金の入ってくる

のは減る、出ていくのはふえるというふうなことでの差額バランスがよくないからですね、ぜ

ひ医療費の方の抑制ということで言えば、ジェネリック用医薬品の使用の増大とか、今説明を

受けたようなヘルスアップ事業なんかをもっと積極的に行うというようなことで、やっていか

なきゃいけないのではというふうに思うんですね。ぜひこれね、大いに頑張っていただいて、

そういう意味では健康増進課としての医療費抑制のための手段がですね、今まで何度かお聞き

した中では、このジェネリックの問題と特定健診の問題しか説明がないような状況ですからね、

もっと何かあるんじゃないかと、研究もしていただきたいというふうに思います。それで

２６８ページに移りますけども、職員の給料の関係です。この一覧表で見れば７２７万

２０００円の減ということになっておりまして、これについて次のページに理由等の説明もあ

るんですけども、もっと詳しく説明をお願いできたらというふうに思います。職員の増減があ

るのかどうかについても、併せてお願いします。 

○健康増進課長 

 まず職員数につきましては、２２名で変更はございません。今回の大きな減少の理由といた

しましては、２２年度の人事院勧告による影響が大きいと考えております。期末手当が全体で

０．２カ月分減少しておりますので、その影響が大というふうに分析をいたしております。 

○楡井委員 

 メモで聞き漏らしがありますので、ページ的には前に戻らせてもらいますけど、２割、５割、

７割の減免されている人たちの世帯被保険者比率と言いますかね、わかりましたらお願いした

いと思います。 
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○健康増進課長 

 ７割、５割、２割の軽減の比率でございますが、平成２３年度の予算ベースでございますが、

これ世帯あたりでございますが、５７．３％というふうになっております。これ以外に半額軽

減という後期高齢者に移られた方の残った、国保の方に残った方の半額軽減というのがござい

ますが、それを含めますと６３．１％というような形になります。 

○楡井委員 

 ２割、５割、７割、それぞれの％は分かりますか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：４５ 

再 開 １０：５５ 

 委員会を再開いたします。 

○健康増進課長 

失礼いたしました。先ほどの７割軽減、５割軽減、２割軽減の率でございますが、７割軽減

が３９．７％、５割軽減が５．８％、２割軽減が１１．８％、合計で５７．３％でございます。 

○楡井委員 

 それで質問的には最後になりますけど、この間ですね、今日、いろいろこう聞いてきたこと

も含めて、国保税の最高限度額が引き上げられました。それから国保税の税収率、税収の収納

率、これが９２％前後と言うことになれば、未納が８％前後ということになると思うんです。

この未納の８％の金額よりも、その年に今度は２３年度ですが５００万円位じゃなかったかと

思うんですけど、滞納分の収納額は未納分の８％を相当に上回っているという状況になると思

うんですね。そういう意味では滞納額の累積も年々をふえていってるんじゃないかと、そうい

うことから見ると被保険者の負担感はかなり大きいというふうに思うんですよ。それを実証す

るのが今言われた国保税被保険者世帯の５７．３％、過半数はですね２・５・７割の減免を受

けていると、その中でも特に７割減免の方がですね４０％近いと５７％のうちですね。そうい

うことになれば、今指摘した被保険者の負担感の大きさというのはこういう数字でも示されて

いるんじゃないかというふうに思うんです。そういう意味では国保税は非常に高いというふう

に私は思うんですけども、この高いというふうな認識が行政の皆さん方の中に、特に国民健康

保険税の保健課の中にですね、もっておられるかどうかという点について、説明なり認識を示

していただきたいと思います。 

○健康増進課長 

 国民健康保険の被保険者の方につきましては、先ほど言いましたように７割軽減の方が約

４０％、その方は基本的には軽減で３割しか負担をいたしておりませんけども、軽減を受けら

れる世帯が大きいということはそれを補てんをする所得がある方についてはそれ以上の負担が

重くなってるんではないかと思います。本市の場合は医療分と支援分を合わせますと

１０.５％の所得割がかかっておりますし介護分がこれに２.３％加わっていますので非常に高

い率となっております。そういったことから中間層、先ほど限度額が上がったという説明もご

ざいましたが、所得がある方が、そこの分を担わなくちゃならないということからすればかな

りの重税感ということは否めないと思います。 

○楡井委員 

 是非、国庫支出の増をですね、求める運動とかですね、それから一般会計からの繰り入れも

ぜひ検討していただかなきゃならんというふうにも思うし、この２、５、７割減免をこれ以上

もうふやさないということにも努力しなきゃならないというふうに思うんですね。その点につ

いてはいかがでしょうか。 

○健康増進課長 
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 国民健康保険は皆保険制度の根幹をなすものでございます。当然、国の関与が必要となって

まいります。先ほど、一般会計からの繰り入れをすべきではないかということでございますが、

基本的には国がこの制度をどうやって考えていくのかというのが最重要課題ではないかと思い

ます。今後、広域化の話もございますが、国の関与がどういう形で広がっていくのか、という

ことが問題になりますので、私たち保険者といたしましてはそこの関与を強めていただくよう

に今後も働きかけていきたいと思います。現実に今、歳入歳出のバランスが取れておりません。

それで税率を改正しても、基本的には今の現状でそれを賄うだけの税率を上げれば当然、もう

国保会計自体が破綻するのではないかと思います。上げたところでまた滞納者の数が増えると

かいうような悪循環もあるのではないかと思います。いま国保制度自体を、後期高齢者も含め

てですけれども、抜本的に考え直すということの作業が行われておりますので、そこの部分を

注視していきたいと考えております。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

○道祖委員 

 国民健康保険会計のですね、特別会計の厳しさは、るる同僚議員から質問があっておったの

で、承知はしておるんですが、ちょっと簡単な質問をさせていただきたいと思います。

２５２ページの一般被保険者国民健康保険税ですね、これに該当する人たちは何人、加入状況

があるんですか。 

○健康増進課長 

 一般の被保険者は３１,８０７人でございます。ちなみに退職者のほうは２,０７２人となっ

ております。 

○道祖委員 

 いま私どもいろいろな市民の声を聞いて回っておるところなんですけれど、こういうこと言

われたんです。国民健康保険に入ってるけれど、私は使ってないと、ここ数年間。楡井委員が

おっしゃっておりましたけど、保険税が高い、ちゃんと払ってますと、使ってませんというこ

とを言われておるんですけれど、３１,８０７人のうちにですね、この保険を使われてない健

康な方はどれぐらい、例えば３年間使ってない、５年間使ってない、１０年間使ってないとか

いうようなことがね、数字をお持ちですか。 

○健康増進課長 

 以前は医療にかかっていらっしゃらない方につきましては、記念品を贈る形で合併前までは

対応しておりました。合併後、その制度がありませんので、そこら辺の把握はできておりませ

ん。 

○道祖委員 

 そうなんですね、合併前そういう制度があったんですね。合併後、厳しい会計状況だという

のは承知してるんですけれど、やはりその辺は、合併して会計の状況が悪いから取りやめたん

だろうというのは分かってるんですけれど、それを戻すことはできないのかなということなん

です。 

○健康増進課長 

 先ほどの医療にかかってない方に対する記念品の件なんですけれども、いろいろな問題がご

ざいまして、その記念品をいただくためにあと１カ月頑張ればもらえるということで、我慢し

て重症化になる方も現実的にはいらっしゃいます。もらう額も１０,０００円、５,０００円と

いうような形で記念品程度ですので、そこで現実的にはそういった悪い影響もございました。

ただいま委員がおっしゃいますように、かかってないんだから何か優遇措置があってもしかる

べきじゃないかというのは当然の考え方だと思います。ただそれがどういう形で具現化できる

かというのは、ちょっと検討させていただきたいと思います。 
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○道祖委員 

 記念品が欲しくて言ってる訳じゃないと思うんですよ。頑張ってるんですね。やはり健康維

持に頑張ってるんですよ。だからそういう人をほめるというかね、今後も健康を維持してくだ

さいとお願いするという意味でもね、紙切れ１枚と言ったら悪いですけれど、あなたは頑張り

ましたと褒めるというような制度をまた復活していただいたというふうに思います。おそらく

記念品をくださいという話じゃないと思うんです。使ってる人はいっぱい使ってるじゃないか

と、その気持ちなんですよ、その気持ちをどういうふうに役所として評価するかですよね。当

たり前じゃないと思うんですよ。それだけ維持している人はですね。だからよく見たらですね、

お年寄りの方はものすごく早朝に歩く方が多くなってるんですね。そういう努力をされてる人

たちを、今後とも努力していただくように、そうすることがやはり医療費の負担の減になって

くる可能性もありますから、ご検討をぜひよろしくお願いいたします。 

○健康増進課長 

 こういうご意見は前からいろいろ承っておりました。それで現実的には、極端に言えば最高

額を払っている人が医療をぜんぜん使わないというような現状もございます。そこの取り扱い

につきましては、どういう方法で実現できるか分かりませんけれども、ちょっと検討をさせて

いただきたいと思います。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○楡井委員 

 先ほど市民の負担感の問題、それから国庫補助の問題等ですね、質問の中で明らかにしてき

たつもりであります。これではなかなか国民健康保険という側面から、市民のこの閉塞感とい

うことを打破できるという状況には至ってないんじゃないかというふうに考えまして、本議案

については、私は反対の態度を表明させていただきたいと思います。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０号 平成２３年度飯塚市国民健康保険特別会計予算」につい

て、原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

賛成多数。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に「議案第１１号 平成２３年度飯塚市介護保険特別会計予算」を議題といたします。執

行部の補足説明を求めます。 

○介護保険課長 

 「議案第１１号 平成２３年度飯塚市介護保険特別会計予算」の補足説明をいたします。 

平成２３年度は、第４期介護保険事業計画（平成２１年度～平成２３年度）の最終年度となっ

ております。 

保険事業勘定の方から説明いたします。予算書２７５ページの歳入歳出予算事項別明細書総

括をお願いします。記載のとおり予算規模といたしましては、前年度より１億９５５９万７千

円増の１１３億２３５０万９千円となっております。増の要因は、保険給付費で総額１０７億

２００５万円、前年度より２億２０１３万７千円の増が主な要因です。 

事項別明細書に基づき歳出のほうから、主な項目のみ説明します。２８１ページをお願いい



１１ 

たします。１款 総務費 １項 総務管理費 １目一般管理費の前年比６９１７万８千円の減

は、主に一般管理費に計上しておりました認定係職員人件費を２８３ページの３項 介護認定

審査会費 ２目 認定調査等費、６８０４万２千円増へ組み替えたこと及び１人人員減となっ

たことが大きな要因でございます。 

次に２８５ページをお願いします。２款 保険給付費 １項 介護サービス等諸費 １目 

居宅介護サービス給付費３３億５５３９万３千円から２８８ページの６項 その他諸費 １目 

審査支払手数料１０９５万２千円まで、先ほど総括で説明しましたとおり、給付費総額

１０７億２００５万円で、前年度より２億２０１３万７千円、率にしまして２．１％の増とな

っております。 

２８９ページから２９０ページの同３款 ２項 介護予防事業費は、平成２２年度までは

１目 介護予防特定高齢者施策事業費と２目 介護予防一般高齢者施策事業費での組み立てで

したが、国による事業内容の見直しが行われ、１目の介護予防特定高齢者施策事業費が２目 

二次予防事業費に、２２年度で２目の介護予防一般高齢者施策事業費が２３年度では、１目 

一次予防事業費に表記の変更が行われています。一次予防事業につきましては、従前のとおり、

介護予防普及啓発事業及び地域福祉ネットワーク活動推進事業費補助金、２５３５万１千円等

を計上しております。一方、二次予防事業（旧介護予防特定高齢者施策事業費）におきまして

は、従来の生きがい活動支援通所事業委託料、２６９７万８千円等を計上しておりますが、今

までの予防事業対象者把握の手法が簡素化され、医師による前検健診が不要となりました関係

で、二次予防事業費（旧介護予防特定高齢者施策事業費）が前年度より、２６８１万８千円の

減額となっております。なお、前後の入れ替わりはしておりますけれど、前年度の数値につき

ましては、それに相対する前年度事業費を計上しております。 

２９１ページから次ページにかけましての、３項 包括的支援事業・任意事業費の１億

４４２９万８千円は、１目 総合相談事業費での在宅介護支援センター運営事業委託料、２目 

任意事業費での高齢者住宅等安心確保事業及び食の自立支援事業委託料等が主なものです。 

歳出を終わりまして、歳入に戻ります。２７６ページをお願いいたします。１款 保険料は、

高齢者人口の伸びに準じて、前年度より１４００万６千円の増となっております。一番下段の

３款 国庫支出金、２項 国庫補助金、１目 調整交付金につきましては、本市が低所得者及

び後期高齢者数が標準より多いことから原則交付率５％より２.３５％上乗せいたしました、

７.３５％の交付率で計上しております。国庫負担金、支払基金交付金、県負担金等は給付費

に合せてそれぞれの負担率で計上しております。 

２７９ページをお願いいたします。７款 繰入金、２項 基金繰入金、１目介護給付費支払

準備基金繰入金で１億８４２５万４千円を繰入れ、給付費の財源調整を行っております。 

引き続き地域包括支援センター関連の「介護サービス事業勘定予算」について説明いたしま

す。２９８ページの歳入歳出予算事項別明細書総括をお願いします。 

予算の規模は前年度より２８６万６千円減の１億１４０８万３千円となっております。その

要因は、平成２２年度において地域包括支援センターシステムのリプレースを行ったことから、

その分が不要となったことが主な要因であります。 

２９９ページの歳入につきましては、歳入は１款 サービス収入、１項 予防給付費収入

１億５１１万１千円、及び２款 繰入金、１項 １目 一般会計繰入金８５８万７千円が主な

もので、一般会計繰入金の減は、先ほど説明しました地域包括支援センターシステムのリプ

レースが完了したことの影響で減額となっております。 

以上簡単ですが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○楡井委員 
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 歳入のほうからお願いします。２７５ページからですけど、予算総額が前年比で１億

９６００万円ぐらい増えてます。この増加については、どのように評価をしているのかについ

てご説明願います。 

○介護保険課長 

 先ほど説明しましたとおり、予算規模としては１億９５５９万７千円の増ですけども、説明

しましたとおり主なものは歳出の２款、保険給付費で２億２千万円ほど伸びております。大体

事業計画に沿った給付費で、高齢化なり、基盤整備に準じた給付費の増というふうに考えてお

ります。 

○楡井委員 

 それでいま言われた給付費の増ということなんですけれど、そういう給付費がふえたという

ことで当然対象の人数も増えてきたんではないかと思います。そのことについては後ほどお聞

きしますが、この予算そのものですね、利用者の望みがきちんと果たされているかどうかにつ

いてはどんなふうに評価していますか。 

○介護保険課長 

 積算やり方としましては平成２２年度の決算見込み額を基本に、それから高齢者の自然増及

び平成２３年度で新設されます基盤整備の施設を含んで計上しておりますので、計画どおりと

いうように考えております。 

○楡井委員 

 さきほど説明がちょっとありましたけど、この２３年度が４期計画の最終年ということで、

同時にこの３年間をきちんと締めくくるという大切な時期だということと同時に、次の３年間

の計画をつくる上で合わせてやはり重要な年度だという位置づけ、認識があると思うんですよ。

そういう意味ではこの２３年度の予算の内容が、また繰り返しになりますけれども利用者の望

みにきちんと答えるものになっているかどうか、計画どおりというふうにいま言われたんです

が、その計画が利用者の望みどおりなっているかどうかですね。その辺のこの３年間の総括を

しっかりせんと新しい年度の新しい計画の基礎がはっきりしないじゃないかというふうに考え

るわけですよ。ですからその点での過去２年間やってきた基礎の上に最終年度の計画がきちん

とやられているかどうか、それが住民の皆さん、市民の皆さん、利用の皆さんの要求・ニーズ

に合っているかどうか、という核心をお聞きしているわけですけど、いかがですか。 

○介護保険課長 

 当然ながら第４期の事業計画につきましても、第３期の実績を踏まえた上で計上させていた

だいております。個々の意見等、被保険者一人一人の意見ということになるといろいろご不満

もある点もあろうかと思いますけども、事業としては予定どおりというふうに認識しておりま

す。 

○楡井委員 

 ２７６ページですね、保険料が前年比で１４００万６千円ですか、増になっていると思うん

ですね。それの、この増になった原因について説明していただきます。 

○介護保険課長 

 第４期の事業計画の介護保険料につきましては、給付費から１号被保険者の負担率を積算し

まして、総額保険料額を算出しまして年度ごとに２１、２２、２３というような形で計上させ

ていただいております。当然ながら２１から２２、２２から２３という形で高齢者の人数、被

保険者の方も増えますのでそれに応じた計上というふうになっております。 

○楡井委員 

 この保険料については３年間は変更しないということで、それの増減は人数の増減によって

決まるという説明だと思います。それはそれで了解は致します。２７９ページの介護従事者処

遇改善臨時交付金、何かそういう名前のやつが２７９ページにあると思うんですよね。これは
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以前も質問をして必ずしも介護従事者の待遇を改善するものではないんだというようなことで、

名前が違うじゃないかということなんかも討論したことがあるんですけれども、それはそれと

して２２００万円余りが減額になっているという状況もありますが、この介護従事者の待遇改

善はこの間図られたのかな、どうかなということと同時に、もし図られておれば、どういう点

で待遇改善がなったかということについて説明してください。 

○介護保険課長 

 委員ご質問の介護従事者処遇改善臨時特例基金といいますのは、いつもご指摘されますよう

に意味合い的には、本来的な趣旨から名称がおかしいんじゃないかというご質問は従前から説

明させていただいておりますように、平成２１年度に全国平均で３％の介護報酬の改定があっ

ております。国が３％の影響額の半額を交付しまして、２２年度の補正予算時に保険者に交付

しまして、基金に積み立てて、２１年度にその３分の２、２２年度にその３分の１を取り崩す

指導がなされております関係で、２２年度をもって費消しております。その関係で大幅に減額

をしておりますけども、これはいま言いますように直接介護従事者の処遇に影響があった事業

じゃないということは、ご指摘のとおりだと思います。一方で、これは国の直接金の交付事業

としまして、名称も同じような名称でしたんですけども、介護従事者処遇改善交付金というよ

うな交付金が、これは直接国から国保連に交付されまして、国保連から事業者へ交付される、

よく新聞紙上等で書かれておりましたのは、介護職員そのものの平均給与を１５００万円ベー

スアップしようという事業がありました。その検証がこの前、新聞に載っておりましたけども、

約１５００万円ほどの平均給与が上がったという等の新聞報道がされておりました。ですので、

そこの部分につきましては職の改善がされたものというふうに考えます。ですけども、ちょっ

と懸念されますのが時期以降のその事業がどういう形で継続されるかというのが現在のところ

不透明ですので、我々もそこのところを非常に危惧しております。 

○楡井委員 

 給料がその１５００万円分ぐらい引き上げになったという説明なんですけど、何人に対して

１５００万円なのかということになると、１００人に対して１５００万円なのか、１千人に対

してなのか、１万人に対してなのかということになってくると、それとその金額が変わってく

ると思うんでね。その数字はわかるかどうかということがありますし、当然これが１年限りの

ものか、継続になるものかまだわからないという状況ですので、１５００万円増えたというこ

との対象者といいますか、人数といいますか、これはどうなんでしょうか。どういうふうに理

解しているんでしょうか。 

○介護保険課長 

 失礼しました。１５００万円という表現がちょっと間違えで、訂正させていただきます。一

人あたま１万５千円のベースアップという事業です。申し訳ございません。補足当時一人頭

４０，０００円のベースアップという計画の中の一環として平成２１年度の１０月から一人頭

１５，０００円のベースアップという事業が平成２３年度までの時限で施行されております。

その結果計画どおり１５，０００円のベースアップがされたという、この期間についてだけで

すけども検証結果が報告書されております。失礼しました。訂正させていただきます。 

○楡井委員 

 再確認します。平成２２年度１年限り、平成２３年度１年限り、どっちですか。 

○介護保険課長 

 ２１年度の中途から、２１年の１０月から２３年の来年いっぱいです、２３年度いっぱいの

２年半の期間です。 

○楡井委員 

 ２８６ページですね。地域密着型介護サービス給付費というのは７６７３万４千円増額にな

っていますが、どういう事業をされる結果でのこういう支出になるのか、増えた理由を説明し
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てください。 

○介護保険課長 

 地域密着型介護サービス給付費の増につきましては、平成２２年度の１２月補正で約

４８００万円ほど利用者の増で増額補正させていただいております。それに上乗せしまして、

平成２３年度につきましては新たに２２年度に募集しました小規模特別養護老人ホーム２９床

が増床計画でございますので、その上乗せ分を加算しまして約７６００万円ほどの増額で予算

を計上させていただいております。 

○楡井委員 

 次に、介護認定者の年令別の推移、それの特徴について説明がお願いできますか。 

○介護保険課長 

 介護の認定者につきましては、計画の中の介護度の出入りはありますけれども、１号被保険

者の総数そのものについては大きな動きはございませんけども、２号被保険者の数が計画より

増えているなというような検証をしております。 

○楡井委員 

 １号被保険者のほうは余り変化はないけども、２号のほうの人たちは変化があるというこで

しょうかね。それでいいですね。それで特徴的なことについては、いま説明がございませんで

したけれども、それが特徴と言えば特徴というふうに言えるのかもしれませんけれども、あわ

せてですね、同じ認定の関係で介護度別の認定者の推移と特徴についてご説明願えますか。 

○介護保険課長 

 認定度にかかわります推移、総数につきましてはほぼ計画値から約１００人減ぐらい、計画

どおりの数値で推移しております。介護度の中身につきましては、要支援１、２のほうで要支

援１から要支援２のほうにシフトした、どちらかと言うと要支援１のほうが減って、要支援

２の方が比較的増えているということと、要介護３の方が比較的減って４、５の重度の方が増

えているという結果は出ております。ただ一概に言えませんのが、ご存知のとおり平成２１年

度に認定制度の見直しが行われまして、約半年間の経過措置、軽度になった場合でも従前の重

いほうの介護度を選択できるという制度が半年間設けられました関係で、ちょっとそこのとこ

ろの影響もあるのかなというふうな考え方も持っておりますので、詳細な検証というのはちょ

っとしきれておりませんけども、状況としてはそういった動きがでております。 

○楡井委員 

この認定の問題については新しく見直しが行われた結果、ずいぶん軽くなる状況が生まれて、

利用者または家族の方たちからの不満が募った関係で見直しの見直しというような形になって

推移してるわけですが、要支援１の人が２に、言うなら重く認定されるという方向が出てると

いうことと、さらに介護度３などの人たちが介護度４、５へ重く認定されているという状況が

生まれているようです。これは年々、先ほどの保険料の関係から見ても、年齢に達する人が増

えていっているということになれば、この認定者の人数もですね、それぞれ増えていってるん

じゃないかと思うんですけれども、いま介護の認定者の人数とサービスを利用している人数は

分かりますか。 

○介護保険課長 

 直近の介護認定者総人数でいきますと、平成２２年１２月の時点で６,８２１人という数字

が出ております。その同時点での給付費利用者数、相対します利用者数につきましては

５,９４０人という同時点での数値が出ております。 

○楡井委員 

 ６,８００人と５,９００人、ほぼ９００人ぐらいがですね、まだ認定はされたけども利用に

至ってないという状況があるわけですけど、これは当然介護が必要だという認定をされて利用

に至ってないというこの９００人余りの人たちは、どういう状況かというのは把握されてます
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か。 

○介護保険課長 

 把握ということに対する回答になるかどうか分かりませんけれども、実際申請だけ、認定だ

けとっておこうというような方もおられますし、認定はもらってるけれども利用料の関係で利

用を止めてある方もおられますので、あとは契約の中でのやりとりですので、認定はあるけれ

ども介護を受けずに頑張っておられる方というふうに判断しております。 

○楡井委員 

 いまの説明には家族が苦労されてるという内容も含んでると思うんですね。それで一番初め

のほうに聞きましたニーズに合ってるかという話で言えば、やはりこの９００人の人たちは説

明のあったように、受けたくてもお金がないとかいうようなことで受けられてないということ

にもつながってくるんじゃないかというふうに考えられます。先の質問を移りますけど、この

保険料の天引きされている人たちですね、これ特別徴収というように言っていいのかどうか分

かりませんけれども、天引きされている人たち、それからその人たちの人数と被保険者全体の

数字を教えていただきたいと思います。 

○介護保険課長 

 これも直近の数字、昨年の９月時点の実績で回答させていただきますと、平成２２年度の

１２月補正段階で使いました、平成２２年９月段階での被保険者数につきましては、被保険者

３２,９６２人に対しまして特別徴収対象者が２９,５５７人、率にしまして８９.７％という

数字でございます。 

○楡井委員 

 約９０％の方が特別徴収、そうするとあと１０％、３３０人ぐらいですか、ここは普通徴収

という状況になっていて、当然この特別徴収、年金から天引きでは滞納の生まれようがない。

未納があるとすればこの普通徴収の部分ということに当然なるわけですけども、それらの金額

等については分かりますか。これは徴収課じゃないと分かりませんか、保険料の未納状況は。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：３８ 

再 開 １１：４４ 

 委員会を再開いたします。 

○介護保険課長 

 失礼しました。平成２１年度の確定額でご報告させていただきます。総額で５６８８万８千

円ほどの滞納繰り越しが出ております。 

○楡井委員 

 それでは次に基金の問題に移らせていただきます。繰越金と言うんですか。これ平成２１年

度の末には約４億２０００万円ぐらい基金一覧表というやつにあると思うんですけども、これ

が平成２２年度は８０００万円取り崩して、さらに２３年度では１億８４００万円を取り崩す

予定になっているようです。それで２３年度末には１億６０００万円ぐらいが残るということ

になっているんですけど、この１億８４００万円の取り崩しの利用について説明してください。 

○介護保険課長 

 御存じのとおり第４期の事業計画期間中は、本来介護保険料そのものが５，３６６円、月額

基準保険料が５，３６６円になるべきところを第３期の４，９７５円に据え置いております。

その関係で４億１１００万の金額を順次取り崩す計画としております関係で、平成２３年度に

つきましては１億８４００万を取り崩す計画をしております。本来的に言えば、基金残高がほ

とんど底を尽くはずというのがその理論上の話なんですけども、結果として１億６０００万ほ

どの基金残が残っております。その要因につきましては、これ先ほど委員の説明、今の御質問
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にありました名前がそぐわないと言われましたけども、介護従事者処遇改善臨時特例基金が

７２００万ほど事業計画を策定した後に交付がされております。それともう１つの要因といた

しまして、事業計画策定後の平成２０年度の給付費ベースの余剰金が約７２００万ほど同じく

残っております。合算しますと約１億５０００万ぐらいになりますけども、だいたいほぼ計画

に近い数字で基金残高が残ったのかなというふうな検証をしております。 

○楡井委員 

 そうするとこの１億６０００万円の残り分では、次の３年間の予定通り保険料がどのくらい

になってくるのかわかりませんけど、この期間のように前期の分を据え置いたというようなこ

とになるのは、なかなか難しいという見通しかどうかについてはどうでしょう。 

○介護保険課長 

 先ほど言いましたように、本来的に第４期５，３６０円になるところ４，９７５円に据え置

いております、約３６０円ほどですかね。４億１１００万を崩して３６０円ほどの抑制がきい

ておりますので、１億６０００万の残高ということになりますと、当然ながらスタートが５，

３６５円からのスタートですので、多少抑えれる財源にはなりますけれども、明らかにスター

トが５，３６６円ということから考えますと、結構上がらざるをえないのかなというふうに見

なしております。 

○楡井委員 

 次は、２９１ページと９２ページにですね、緊急通報システムの支出と食の自立支援事業へ

の支出が計上されております。緊急通報システムは高齢者、ひとり暮らしになかなかいい制度

だと思います。大変重要なものだとも思います。したがって、現在の利用状況の推移ですね、

それから、同じく食の自立支援事業の現状の利用者数と、年間どのくらい増減があるのか、そ

ういう推移について説明をしていただきたいと思います。 

○高齢者支援課長 

 まず緊急通報システムの利用状況ですが、緊急通報システムはおおむね６５歳以上の高齢者

のみの世帯の方で、心臓病などがある方に対して２４時間体制で健康相談や緊急対応を行って

いるとこでございます。利用状況は毎年４月現在で見ますと、１５０人前後の方が利用されて

おりますが、ことしの１月末では１３７人の方となっております。減少の主な理由といたしま

しては、施設への入所、転出となっております。またこの緊急通報による、利用による救急搬

送につなげたものが、毎年２０件程度となっております。続きまして食の自立支援でございま

すが、平成２０年度が月平均３２０人の方の利用がありまして、総配食数が７９，２２６食、

２１年度は月平均が３１６人総配食数が７７，７４８食となっております。今年度が１２月の

補正予算で審議していただきましたとおり、８６，０００食を見込んでおります。今年度も利

用者の増が見込まれることから、２３年度は８８，８００食を見込んでおります。 

○楡井委員 

 １人の人が１カ月で３０ということですから、食の数では利用の人数がはっきり出てこない

ということなんでしょうけども、そういう理解でよかったですかね。いいですね。これはぜひ

いつの日か利用人数を教えていただければと思います。職員給料の問題が２９４ページから

２９５ページにかけて出てますけども、これは先ほど健康増進課のほうからの説明があったの

と同じというふうに理解してよございますか。 

○介護保険課長 

 先ほど国保会計の方で説明がありましたとおり、大きなものとしまして人事院勧告による減

というような手当の方に表記されておりますけども、手当が０．２カ月減という影響がござい

ます。それともう１点ございますのが、２９４ページの２の一般職の総括の表を見ていただい

たらわかりますとおり、前年度で職員が１人減になっております関係で総額が減っております。

その異動に関しましては、（２）の明細の中で異動による、必ずしも人員減の分の数字じゃご
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ざいませんけど、その影響があってかと思いますけど、給料で約３３０万６千円、手当で約

１７７万２千円の減があっておりますので、人員減も一つの大きな要因でございます。 

○委員長 

 他に質疑ありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○楡井委員 

 保険料の天引きの問題で金額的にもですね、なかなか普通徴収の方たちは当然年金がない方、

収入の低い方というのが圧倒的に多いというふうにも思われます。そういう部分で未納がでて

きているという関係がありますので、これがなかなか今後とも大きな問題として解決を急がな

きゃならないんじゃないかと、国の法律でやってる仕事ですから国の法律の改正なりがないと

手がつけられないという側面もあるかもしれませんけども、そういう意味では国の方への働き

かけも、議会も含めてですね、頑張っていかなければならないというふうに思います。それか

ら、介護従事者の待遇改善の関係で言えば、４０，０００円を目指したということでありまし

たけども、それが今１５，０００円にとどまっているというような状況であります。この介護

保険については、新しい年度を含んだ今年度、２３年度の実効といいますか、動きになると思

うんでですね、今後はきちんと私も勉強をして最終日の討論に臨みたいというふうに思います。

そういうことを含めて、本会計については反対の態度で臨みたいというふうに思います。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１１号 平成２３年度飯塚市介護保険特別会計予算」について、

原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：５４ 

再 開 １３：００ 

 委員会を再開いたします。 

次に、「議案第１２号 平成２３年度飯塚市後期高齢者医療特別会計予算」を議題といたし

ます。執行部の補足説明を求めます。 

○健康増進課長 

議案第１２号 平成２３年度飯塚市後期高齢者医療特別会計予算について、補足説明をい

たします。 

予算書の３０５ページをお願いいたします。第１条で歳入歳出予算の総額を１６億２０６万

２千円と定めるものでございます。前年度と比較いたしますと、１億３９８８万５千円、８．

０％の減となっております。 

まず、歳出予算を説明いたします。３１１ページをお願いいたします。第１款 総務費 第

１項 総務管理費 第１目 一般管理費では、職員４人分の人件費並び事務費を計上いたして

おります。第２項 徴収費では、徴収事務に係わる通信運搬費等の経費を計上いたしておりま

す。 

３１２ページをお願いいたします。第２款 後期高齢者医療広域連合納付金 第１項 後期

高齢者医療広域連合納付金、保険料分１１億６７７３万３千円につきましては、本市が徴収い
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たしました保険料を後期高齢者医療広域連合に納付するものでございます。 

事務費分につきましては、県下全市町村での人口割・高齢者人口割それぞれ４６.５％、均

等割７％の割合で計算された額を計上いたしております。 

保険基盤安定負担金分につきましては、保険料の７割・５割・２割の軽減した金額について、

県が３/４、市が１/４を負担するものを一般会計から繰り入れ同額を納付するものでございま

す。 

次に、歳入の説明をいたします。３０９ページをお願いいたします。第１款 後期高齢者医

療保険料 第１項 後期高齢者医療保険料ですが、保険料分１１億６７４２万９千円につきま

しては、本市が徴収いたします保険料で、徴収率を特別徴収１００％、普通徴収９８.０％、

滞納繰越分２９.７％を見込んでおります。 

第３款  繰入金  第１項  一般会計繰入金  第１目  事務費繰入金は市事務費分      

３５４２万９千円、広域連合事務費分３５７３万７千円、第２目 保険基盤安定繰入金は歳出

で説明いたしました軽減にかかる公費負担分を計上いたしております。 

以上で後期高齢者医療特別会計の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○楡井委員 

 まず保険料のところから、歳入から行かせていただきます。保険料についてですけど、前年

比１億３８００万円余りの減ということになっております。その中身として前年度の比較なん

ですけど、現年分の収納といいますか、その関係で特別徴収と普通徴収２つあると思います。

これが、特別徴収が大きく減って普通徴収がふえてるということが見えるんですけど、この原

因と理由、それから何でこういうことになってるかという評価といいますか、それらについて

若干説明していただきたいと思います。 

○健康増進課長 

 まず全体の減少の理由でございますが、昨年度は税率の改正を予定しておりました関係で概

算で率を１１．０％と５６，２７５円という設定で予算を計上いたしておりました。現実には

９．８７％と５２，２１３円となりましてその分で大きな差が生じております。普通徴収と特

別徴収でございますが現年度までの予算の計上の仕方は人口割、人口比で全体を案分しており

ましたが、今回は実績に基づいた割合で算定した関係でこのような形になっております。 

○楡井委員 

 続けて２点、滞納分に関してですけど、収納予算が５０６万５千円ということになっていま

す。これ、減免分との収納額と比べれば随分差があると思うんですね、そこら当たりの関連の

答弁と、それから未納保険料がですね、どういう状況になってるのかについて説明をしていた

だきたいと思います。 

○健康増進課長 

 まず、現年度分でございますが、現年分は徴収率を全体で９８％で見込んでおりますが、特

徴の方については基本的に１００％で見込んでおります。後期高齢者は徴収率が非常に高いこ

とから、滞納繰越になる額というのが非常に小さくなっております。平成２０年度、２１年度

で申し上げますと平成２０年度の滞納繰越分、現年度の滞納繰越分といたしましては８９５万

６千円、率にいたしますと、普通徴収の中でいいますと２．６％、平成２１年度は同じく

８３６万円ということで２．２％の滞納の率ということになっております。普通徴収でも、非

常に高い率を示しておりまして、これで特別徴収と加えますとまだ非常に高い率ということで、

２０年度でみれば０．８４％位の滞納ということになっております。滞納繰越分の内容でござ

いますが、今回の予算計上では２２年度の滞納分の徴収率といたしましては４５％、２１年、

２０年度の滞納分といたしましては１５％という徴収率で計算をいたしております。 
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○楡井委員 

 滞納金額自体がまだ日が浅くて随分小さいということもありましょうけど、もともと普通徴

収の方の人数も少ない、金額も少ないという関係もあるんで内容をきっちり分析しながらされ

ていただきたいというふうに思います。それで、介護の関係ではですね、戻るんですが、たと

え話としてしますのでお許し願いたいと思いますが、介護保険の方では１４００万円の増、保

険料がありました。国保も後期高齢者もですね、この保険料は大きく後退、減収の見込みなん

ですね。国民健康保険の方では１億２５００万円だったし、今回この予算も１億３８００万円

というような税と料の徴収予定ということになって、介護保険は黒字なんだけど、国保、後期

は大きく減ってるという、この辺の関係は、どんなふうに見ておられますか。 

○健康増進課長 

 まず国保でございますが先ほども説明を差し上げましたけども一人当たりの課税基準額とい

うのは下がっております。後期高齢者につきましては、先ほど冒頭で説明いたしましたように、

昨年の当初予算の算定に使った税率というのが、まだ確定してない、まだ予想の段階の率で設

定をいたしておりました。しかしながら、実際に２２年の４月からにつきましては、基金の活

用とかそういったものでできるだけ税率を低く抑えようということで最終的には先ほど申し上

げました９．８７％と５２，２１３円ということになりまして、かなりの減少になっておりま

す。２２年度は当初と比較した段階ではかなり大きく減少しているわけでございますが、

１２月の補正で補正をした数字とはそんなに大きな違いはないということになっております。 

○楡井委員 

 それでは２件続けて数字だけお願いします。１つはこの制度のですね、非人間性と私たちは

言ってきましたが、扶養家族から外された人たちが対象年齢になって外れてこの後期高齢者に

なった人の人数ですね、今年度と同時に今全体で何人ぐらいおるのかということと、その人た

ちが払ってる保険料の平均額は幾らかというのが分かればお願いします。 

○健康増進課長 

 被扶養者だった方の人数でございますが、制度が始まった平成２０年度が２，２２０人、そ

のあとは随時７５歳になられた方が増えまして２，２７２名、５２名増えています。その方の

平均の賦課額といたしましては、基本的にこの方たちは９割軽減になりますので、先ほど言い

ました５２，２１３円の１割ということになっております。この制度は平成２０年４月から

９月の段階では１０割軽減、半年間については１０割軽減、それ以降については９割軽減とい

う形で制度的には推移しています。 

○楡井委員 

 それで、ちょっと先に聞いておけばよかったと思いましたけど、この人たちは主に普通徴収

で保険料を納めておられるのかということと、徴収の金額が５２,２１３円ですかね、これの

１０％ということで５，２００円ぐらいということにみていいんですか。 

○健康増進課長 

 そのとおりでございます。 

○楡井委員 

 普通徴収で５，２２０円というのがこの外された人たちの金額ということですね。そうする

と、ほとんどの方が５段階に分けられている保険料を納めるこの段階の一番低いほうというふ

うにみてもいいですかね。 

○健康増進課長 

 後期高齢者は階層によって分けてはいませんので、介護みたいに階層に分けて徴収していま

せんので、基本的には所得割と均等割、先ほど言いました５２,２１３円ということになりま

す。 

○委員長 
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 他に質疑はありませんか。 

○柴田委員 

 後期高齢ということで７５歳以上という状況になると思うんですが、この方々が、先ほど道

祖委員がちょっとお尋ねになってありましたけれども、やはり１度もそういう状況で年間病院

に行かなかったという状況の中では、この方は何もそういう恩恵というものは何もないんでし

ょうか、お尋ねします。 

○健康増進課長 

 先ほど国保のほうで言いましたとおり、特段の措置はありません。ただ、後期高齢者の方は

国保と比べましたらほとんどの方が医療にかかってらっしゃいます。国保の場合は全体で見た

ら１００人程度の方は１年間全く受診してないという方がいらっしゃいます。はっきりとは断

言できないんですけども、ほとんど使っていらっしゃるケースが多いです。 

○柴田委員 

 我が家の家族におりますので、何かどうかちょっとあるとすぐ病院に行こうかなという状況

ですので、今おっしゃるように、ほとんどがかかっていらっしゃるんじゃないかなと思うんで

すが、私は本当はこの介護のほうでお尋ねしなくちゃいけなかったそうなんです。私がちょっ

と質問するのを４番でいいのかなと、ちょっと勘違いしておりましたのでお尋ねするんですけ

れども。そういう後期高齢者の方も、そしてちょっと質問がずっとずれてきたと思いますが、

この介護の方の数日前ですね、介護の８２歳になるけれどもまだ介護の認定を受けてないと。

そういう方々は何にも受けてないという状況で、何の恩恵もないという状況で、先ほど道祖議

員おっしゃったように、そういう介護の認定を８０歳過ぎても受けてないという方々に、やは

り何か賞状っていうんですか、そういうものをですね、努力賞とか、何か市として市長の名前

で本当に何かこう、努力をされましたねという形でたたえてあげるとですね、後期高齢者のほ

うもそうではないかと思いますが、そういうふうに伝えてあげると、努力しようとかいろんな

状況がわき起こってこられるんじゃないかなと思うんですね。病院に行かないとか、先ほどの

ご答弁にありましたけども、そういうことじゃなくって、そういうことで何かたたえていただ

きたい。それと、先ほど８８１人の方が認定を受けても介護の利用をされていないという方々

もいらっしゃいますので、そういう方々においても何かぜひ、本当にこの賞状１枚何十円の世

界か、その部分だと思うんですけども、ぜひ何かそういうたたえてあげることをお考えになっ

ていただきたいということを要望させていただきます。それで終わります。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○楡井委員 

 この医療制度については、人権問題という側面からも私たちは初めからつくるべきではない

と、つくった以上はもう早く廃止せよという要求をしてきました。それでいま中身をいくらか

お聞きしたんですけども、たびたび予算をつける上の計算の方式というんですか、これが変わ

ってきているということはですね、さらに問題じゃないかなというふうに思います。つまり職

員の方たちの苦労はですね、ここに出てくるというふうにも思います。これを廃止するという

ことで、国民の期待はですね、オーケーになって２００９年の総選挙が行われたんですけど、

この状況が今でもまだ改善されていないというのも問題だし、さらにこれが改善どころか年齢

を６５歳までに引き下げるという方向も検討されているという状況を聞きますし、さらにはこ

れを国民健康保険にまた戻すというような方向も打ち出されていて、ますます複雑化するんじ

ゃないかというような危惧をしております。そういう意味では国保会計の一層の厳しさにも反
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映するんじゃないかというようなこともありますし、広域化というようなこともまた出てくる

のかもしれません。ますますこの複雑になる、ますますこの人権の問題としても大きな問題に

なってくるというふうに理解をしたいというふうに思うんですね。そういう意味でこの議案に

ついてもですね、反対という態度で臨みたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１２号 平成２３年度飯塚市後期高齢者医療特別会計予算」につ

いて、原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手、賛成多数 ） 

賛成多数。よって本案は、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１５号 平成２３年度飯塚市介護サービス事業特別会計予算」を議題といた

します。執行部の補足説明を求めます。 

○高齢者支援課長 

予算書３４９ページをお願いします。「議案第１５号 平成２３年度飯塚市介護サービス事

業特別会計予算」の補足説明をいたします。 

本特別会計予算は「特別養護老人ホーム筑穂桜の園」の管理運営に関する予算で、第１条に

おきまして歳入歳出総額１億５３６３万６千円を計上しています。 

事項別明細書に基づき、主な項目について説明をいたします。３５３ページをお願いします。

歳出から補足説明をいたします。 

１款 事業費、１項 施設介護サービス事業費、１目 施設介護サービス事業費１億

２３３１万５千円の主なものは、特別養護老人ホームの指定管理委託料であります。指定管理

者は飯塚市社会福祉協議会となっております。前年比７４７万６千円の増額の主な原因は、最

低賃金の改定・見直しによる夜間手当の増額に伴い指定管理委託料が増額となったものと備品

購入費であります。 

２款 基金積立金、１項 基金積立金、１目 特別養護老人ホーム運営基金積立金。

６９９万３千円は基金積立金、預金利子及び運用収入の積立金であります。 

３款 公債費、１項 公債費、１目及び２目１５２８万１千円は、施設整備のため借り入れ

た、施設整備事業債の償還元金及び借入利子です。 

３５４ページをお願いします。４款 諸支出金、２項 繰出金、１目 一般会計繰出金

６９４万７千円は、施設整備のため借り入れた、過疎債の償還金です。過疎債は一般会計にお

いて償還されるため、一般会計へ繰り出しを行うものです。 

次に歳入の主な項目についてのみ説明します。３５２ページをお願いします。 

１款 サービス収入、１項 介護給付費収入、１目 介護給付費収入１億２３８４万４千円

は、施設介護及び短期入所生活介護サービスに対する介護報酬です。 

１款 サービス収入、２項 自己負担金収入、１目 自己負担金収入２９３１万４千円は、

施設介護及び短期入所生活介護サービスに対する入所者の自己負担金です。 

２款 財産収入、１項 財産運用収入、１目及び２目は特別養護老人ホーム運営基金の預金

利子及び基金運用収入であります。 

以上、簡単でありますが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○楡井委員 

 それではサービス収入というのが原資減っているんですかね、１３３万９千円。これはもし
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減っているとすれば、どういう理由かを説明してください。 

○高齢者支援課長 

 この減少の主な要因は施設利用の基本料金中、機能訓練加算というものがなくなったことに

よるものです。これは県の指摘によりまして機能加算がとれないということで、運営規程を見

直した結果、１３１万４千円ほど減収となっております。また年間を通じましては３０床ほぼ

満床状態でありますが、年度中途における入所・退所によりまして、介護等級の違う方の出入

りがありますので、そういった増減でこの１３３万９千円の減額となっております。 

○楡井委員 

 この機能訓練加算というのがなくなったということですけども、これはどういうことなのか

ということと、その結果どういうことが予測されるかということについてはいかがですか。 

○高齢者支援課長 

 施設利用者の方につきまして、施設内でこの機能訓練を行っておりますが、この加算をとる

には専任の職員を配置しなければならないと、いま現在桜の園では看護師の方が兼務をされて

いるということで、実際機能訓練はされておりますが、介護保険上の加算としては請求ができ

ないというふうになっております。決して機能訓練そのものをやめているということではござ

いません。 

○楡井委員 

基金について、ちょっと３点ほどお聞きします。積立金による基金が平成２２年末で１億

２９００万円あまり。２３年末で１億３６００万円あまりということになっています。基金状

況表下にあるんですから間違いないと思います。いつも聞くことなんですけども、この基金を

どういうようにいま利用をしようとしているのか。施設の改善とかということで積み立てられ

てきているというふうに聞いてきましたが、いま具体的にですね、施設の改善・修繕、それか

ら改良、施設周辺の環境整備等に使うというような予定とか、そういうふうなことをやってく

れというふうに施設のほうから言ってきているとか、要求があるかどうか、計画はあるかどう

かについてはどうですか。 

○高齢者支援課長 

 特別養護老人ホーム運営基金は、施設の円滑な運営及び将来における施設の整備等を図るこ

とを目的として積み立てを行なっているものです。現時点では施設改善、また周辺整備につい

ての事業計画はございません。 

○楡井委員 

 そうすると３５５ページにですね、事業債の残りですね、それが１億６５４３万４千円とい

う数字が出ております。これはいつまでに返済するかどうかということにもなるんですけども、

似たり寄ったりの数字なんですよね。まさか、この建設債に基金を充当するというようなこと

はないでしょうね。 

○高齢者支援課長 

 いま現在、償還金に充当する計画はございません。 

○楡井委員 

 ちょっとくどいようですけど、いま現在ということなんですけども、将来はまだわからんと

いうことですか。 

○高齢者支援課長 

 この筑穂桜の園は平成２６年度末で公の施設としては廃止し、現指定管理者である社会福祉

協議会に移譲することで、現在協議中でございます。また社会福祉協議会がの移譲を希望しな

い場合には、２４年度中にその方向性を見直しを決めるというふうにしておりますので、その

方向性が決まった時点で繰り上げ償還等の問題が発生いたしますが、そういった財源充当する

かどうかということは、まだ方向性が決まっておりませんので、財政ともまだ協議をしており
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ません。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○楡井委員 

 簡単なんですけど、今言われたように、基金の積み立ては何もよそから貰ってきたお金では

なくて、利用者のお金を積み立てたものだと説明も受けてきております。そういう意味で、建

設債の残に充当するかもわからんというようなことでは許されんというふうに思うんですよね。

施設の修繕、改善、そういうは今現在ないという状況であればですね、そういう利用者の方に

還元する方法ですね、研究、検討しなきゃいけないのではというふうに思います。そういうこ

とで、基金の使い道がはっきりしないというような状況では断じて困るということであります。

それで反対ということであります。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１５号 平成２３年度飯塚市介護サービス事業特別会計予算」に

ついて、原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第２５号 平成２３年度飯塚市立病院事業会計予算」を議題といたします。執

行部の補足説明を求めます。 

○健康増進課長 

「議案第２５号 平成２３年度飯塚市立病院事業会計予算」の補足説明をいたします。 

別冊の平成２３年度飯塚市立病院事業会計予算書の１ページをお願いいたします。第２条で

収益的収入の第１款 病院事業収益は２億２６３７万５千円、収益的支出の第１款病院事業費

用は、２億５７７３万９千円を計上いたしております。第３条で資本的収入及び資本的支出は、

ともに２億９８２３万１千円を計上いたしております。 

 ２ページをお願いいたします。第４条で企業債の借入の目的、限度額、起債の方法、利率及

び償還の方法を、第５条で一時借入金の限度額を２億７５０３万２千円と定めております。第

６条で一般会計からの受ける補助金の額を４９万５千円と定めるものです。 

３ページをお願いします。収益的収入及び支出のうち収入、１款 病院事業収益 １項 医

業収益につきましては、公立病院に対する国の財政支援で、交付税措置される金額を一般会計

から繰り入れるもので、本年度は、単価の見直しにより、２６７５万円の増の２億１３２４万

１千円を計上いたしております。２項 医業外収益につきましては、病院事業債償還利息に対

する一般会計からの地方交付税措置分と病院事業債の償還利息及び建て替えに伴う一時借入金

利息分の地域医療振興協会からの負担分など１３１３万４千円を計上いたしております。支出

のうち、１款 病院事業費用 １項 医業費用につきましては、先ほど医業収益で説明いたし

ました交付税措置分の一般会計交付金の全額を地域医療振興協会に交付する病院管理運営交付

金２億１３２４万１千円と減価償却費３１３６万３千円を計上いたしております。 

４ページをお願いいたします。２項 医業外費用につきましては、病院事業債の償還利息及

び建て替えに伴う一時借入金利息分など１３０１万円を計上いたしております。次に、資本的

収入及び支出のうち収入、１款 資本的収入 １項 企業債につきましては建て替えに伴う企
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業債の借入金２億６２０万円を ２項 出資金につきましては病院事業債元金償還に対する一

般会計からの地方交付税措置分及び建て替えに伴う合併特例債分の一般会計からの出資金

７３９２万円を計上いたしております。３項 納付金につきましては病院事業債元金償還等の

地域医療振興協会の負担分でございます。１款 資本的支出 １項 建設改良事業費につきま

しては、今回の建て替えに係る設計委託料等の経費１億７５０３万２千円、機械整備事業費に

つきましては、医療機器の購入経費でございます。企業債償還金２３１９万９千円につきまし

ては、病院事業債元金償還金でございます。なお、７、８ページに平成２２年度の予定貸借対

照表、９ページに平成２２年度の予定損益計算書、１０、１１ページに平成２２年度の予定貸

借対照表、１２ページ以降に平成２３年度予算明細書を掲載いたしております。 

続きまして、本日お手元にお配りしております、資料をお願いいたします。 

この資料は、１、２ページが１月の厚生委員会で説明した資料になっております。３ページ

目が、今回予算計上いたしました建設改良費に伴います、財源の内訳表となっております。 

資料にそって説明いたします。今回は、設計のプロポーザルを５月、６月で実施いたしまし

て、設計者の選定を７月に行いまして、１２ヵ月間を設計の期間と考えております。それ以降

は、設計が出てきた段階で、次の予算に計上して、工事の実施というようなスケジュールにな

っております。基本的には、１３診療科は変わっておりませんが、設計者に基づくプロポーザ

ル方式で、いろいろな設計の提示があると思いますので、それに基づいて１番ふさわしい設計

者を決めるということでしております。 

３ページをお願いいたします。３ページ目上段が、医療機器１億円に対します起債の振り分

けになっております。基本的には、２５％が合併特例債、７５％が病院事業債という組み立て

になっております。その下段が設計調査費などの建設改良費ということで、総額が１億

７５０３万２千円、これも同じように２５％と７５％という組み立てになっておりまして、下

段の右端の合計１億７５０３万２千円に対しまして、特例債が４３７０万円、病院事業債が

１億３１１０万、起債対象外として２３万２千円となっております。 

以上、簡単ですが説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○楡井委員 

 予算書の１ページ収入企業債と支出建設改良事業費、これの差が３１１６万８千円か、ある

んですよね。これはどのように見たらいいのかということについて、まず説明していただきた

いと思います。 

○健康増進課長 

 先ほどご説明いたしましたが、この企業債２億６０２０万につきましては、建設改良事業費

１億７５０３万２千円と医療機器の購入費１億円をたしました２億７５０３万２千円、これの

７５％ということになっております。 

○楡井委員 

 それからですね、同じく予算書の１ページで今の説明でよくわからなかったところもあって

質問すると申し訳ないんですが、支出の方で建設改良事業費が１億７５００万ちょっとありま

す。それから２ページの方で、これの借り入れ関係がですね、１億３１２０万くらいあると思

うんですよね。同じ支出の関係からみてもう１つ機械整備、今説明のありました１億円という

のがあって、同じく２ページの方ではこれに関する借り入れが７５００万ということになって

るわけですね。これの数がなかなかあわないということについては、どういうことなのかです

ね。 

○健康増進課長 

 建設改良事業費に対します病院企業債は、先ほど申し上げましたとおり７５％の充当率とな
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っております。それで１億７５０３万２千円の７５％で、１億３１２０万。同じく機械整備の

１億に対して７５％で、７５００万と。それであとの残りの２５％は、一般会計で合併特例債

を借りていただいて、こちらに出資金の形で算入する形になりますので、全体の経費としては

それを全部たした中で歳入と歳出がイコールになるということでございます。 

○楡井委員 

 ２ページ、お願いします。４条ですね、第４条では限度額が先ほど出てきた２億６０２０万

という数字があります。同じ限度額で５条の方では、同じ限度額で２億７５０３万２千円と、

これは先ほど言われた数字だと思うんですけど、この４条と５条の違いについてですね、説明

をお願いします。 

○健康増進課長 

 ４条につきましては、企業債の借入限度額ということでございます。５条の分は、建設改良

費全体の２億７５０３万２千円に対する一時借入金でございますので、資金収支をとるために、

例えば請負業者にお金を払うために、起債は年度末にしか入ってきませんので、それまで支払

うために一時借入金を起こしてそこをじっとしているとそういうための利息の支払いが発生し

ますので、その分の利息の分の限度額ということでございます。 

○楡井委員 

 ちょっと分かりやすく私流に解説すると、４条での借金の限度額は企業債のためのきちんと

した金額と、５条のほうは言うなら、その間きちんとしたお金が整うまでの一時的な借り入れ、

収支のバランスをとるものというような感じに受けたんですが、そういうことでいいですか。

それでは９ページですね。貸借対照表、一番最後の９ページの一番下の段に１億３８６２万

１千円という数字があります。その上の段が前年度繰越欠損金と書いてありますので、確か前

年度も９９８５万２千円という赤字の話をしたと記憶しております。それが今度は約

４０００万円ぐらい増えるという形で、赤字がこう大きくなっていってるわけですね。この赤

字が大きくなっていってる原因というんですか、これを説明していただきたいというふうに思

います。 

○健康増進課長 

 この分は現金の動きというものではなくて減価償却費、これは医業費用のところの２番目に

出てきておりますが、ここの部分が毎年減価償却する分が赤字としてどんどん増えてくるとい

うようなことになります。 

○楡井委員 

 それから１２ページになりますけど、一般会計交付金というのが１億７２５０万円というこ

とになっています。これは国のほうからベット数に基づいておりてくる金額ですけども、これ

を単に市立病院の２５０床で割れば７０１,０００円という数字になるんですけども、１床あ

たり現在７０１,０００円ということに交付金基準はなってるんですか。 

○健康増進課長 

 交付税の算入単価につきましては、このところ毎年のように見直しが行われております。そ

のため本年度予算計上している分が１床あたり７０１,０００円ということになっております。 

○楡井委員 

 これはきちんとした厚生労働省などの担保のある、きちんとある数字と言いますか、金額と

言いますか、補助の金額じゃないかと思うんですけども、同時に救急病院分ということで約

３８００万円程ありますけれども、これはどのような基準でおりてくるんですか。 

○健康増進課長 

 まず救急告知病院としてうちは救急医療に携わっているわけでございますが、それに対する

交付税措置分が３２９０万円、それと救急告知病院の病床分といたしまして１床あたり

１６９万７千円の３床ございますので５０９万１千円、合計で３７９９万１千円となっており
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ます。 

○楡井委員 

 さっきまでの自分たちの理解では４８万とか５３万とかという数字を覚えていたんですけど、

７０万円ということになれば、国のほうも随分張り切ってというか、手厚い補助をですね、公

立地方病院は結構営業が苦しいということもあっての補助でないかというふうに思います。そ

れから同じページになると思うんですが、その他の負担金ということで１２２８万円というの

があります。同時に１３ページでは、同じような金額として１１２０万２千円という数字があ

ります。この数字の差はどういうふうに見たらいいのかということについてお教えてください。 

○健康増進課長 

 その他負担金の１２２８万円につきましては協会の負担金ということで事業債利息、特例債

元利金が２４７万９３５１円、運営協議会の事務費として８０万円、一時借入金利息として

９０１万２８０円これを足した金額でございます。１３ページの施設の１１２０万２千円につ

きましては、事業債利息の２２０万２７０円と一時借入金利息の９０１万２８０円の差となっ

ておりまして、中が非常に分かりにくくなってるんですけども、そのような差となっておりま

す。 

○楡井委員 

 分かりにくくなってるということで、こうなっているということでは、こちらもなお分から

ない状況になろうと思うんですが、例えば１２ページの一時借入金利息指定管理者負担分とい

うこの９００万円は、これ入ってくるわけですね。それでこれと先ほど言った一時借入金の限

度額という形でお聞きした２億７５００万円とは関連があるんですか。この利子が９００万円

ということなのかな。１２ページのその他負担金の中でですね、４行目の一番下の行に一時借

入金利息指定管理者負担分というのが９００万１千円あります。この利子というのが先ほど聞

いた５条に関する一時借入金という形での２億７５００万円の利子に相当するのかということ

です。 

○健康増進課長 

 そのとおりでございます。 

○楡井委員 

 それからあと２、３点お聞きしたいんですが、いま小児科も専従のお医者さんになっている

んですけども、前回の厚生委員会か国保運営協議会かちょっと忘れましたけれども、１日の平

均の患者さん、来院者は数名というような状況だったと思うんですよね、これは多分小児科は

入院体制がとれてないという関係からも、そういうことなのかなと思いますけれども、せっか

く専従のお医者さんおられるにもかかわらず、こういう少人数の来院者ということであればで

すね、なかなかもったいないという状況もあると思うんです。この小児科の患者さんを増やす

という手立てについては、何らかの手が打たれているんでしょうか。 

○健康増進課長 

 飯塚市立病院は基本的に二次医療機関になりますので、一次医療の小児科で受診されて、そ

の方が紹介を受けて受診されるということになっております。先ほど人数の報告が話が出まし

たけども、平成２１年度と２２年度途中になりますけども、同じ時期を４月から１２月分まで

で比較いたしますと２１年度が６９２人、２２年度が１,０４８人、３５６人の増加となって

おります。徐々にではございますが、紹介患者数が増えてきておりますので、そこは今から先

も一次医療機関と連携をとりまして患者の確保に努めたいと思っております。 

○楡井委員 

 それからじん肺患者さんの関係についてなんですけど、これは市立病院に移行する場合、労

災病院の時代との関係でですね、このじん肺患者さんに対する対応というので心配もし、討論

もしたと思うんですけども、現在このじん肺患者さんの推移がどうなっているかということと、
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それがそうなった利用等についてですね、数字も含めて教えていただければと思いますけど。 

○健康増進課長 

 じん肺患者数でございますが、合併前には１日大体２０から３０というような数字をいただ

いておりましたが、市立病院設立当初では大体１０人前後の患者さんがいらっしゃいましたけ

れども、今はそれから若干減っているのではないかというような報告を受けております。非常

勤の先生が毎週１回火曜日に来ていただいてるんですけども、その方が嘉麻市のほうでも非常

勤として行かれておりますので、そこに直接行かれる方もいらっしゃるんじゃないかというよ

うなことでございます。中には亡くなられた方もいらっしゃるんじゃないかとは思っておりま

す。 

○楡井委員 

 あれだけ当時討論したんですけど、その後の状況をつぶさに掌握されてないということでは、

討論の中身が生かされてないんじゃないか、そういう意味ではじん肺患者さんを軽視してるん

じゃないかという感じもします。もともと労災病院はそういう炭鉱での災害の関係でできてき

た病院なので、そこら辺は最後まできちんとみとっていかなければいかんのじゃないかという

ふうに思いますので、機会を見つけてまたお聞きすることもあると思いますから、掌握のほう

をしっかりお願いしたいというふうに思います。以上です。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １３：５８ 

再 開 １３：５８ 

（委員長交代） 

 委員会を再開いたします。 

○原田委員 

 おおまかに２点、簡単な質疑です。まず、この会計処理の中で皆さんが初めて見て思われる

ことは、減価償却分だけがどんどん加算されて累計額となっていくわけですね。これが赤字と

なるわけです。今までもこのことは楡井委員のほうからも質疑があっておりました。何でこん

なことになるのかと。当然この固定資産というよりも償却資産でありますので、年々価値が落

ちる。その分が減価償却費として計上されておるわけです。当然のこれ経費なんです、よく考

えていきますと。ですから減価償却でこれを内部留保するというなことは言いませんよ。極論

で言えばそういうことは言いませんけども、ただ一般会計から繰り入れられたものをそのまま

病院に渡して、この会計が全部の償却資産を負担して、累計で欠損金を計上していくっていう

のは、この会計方法というのはちょっとおかしいんじゃないかなと私は思うんですよ。さらに

今回病院等の建て替えがございます。そうなりますと減価償却の累計額もかなりの金額が加算

されてくると思うんです。要するに通常でありましたらば、建物の例えば修繕引当金とか建て

替え引当金、企業会計で言いますところの企業会計原則とか商法計算書類規則で定められたも

のでいきますとね、引当金勘定という意味あいでいけば、これは金額が多少違っていてもいい

んじゃないかと思うんですよ。お分かりになりますか、私の言っていること。副市長はうんう

んといってあるので、お分かりになってあると思うんですけどね。あくまでもこれをどんどん

やっていくと、最終的にどうなるのかなと、どんな処理をするんですか、終わるときには。先

のことだから、その３０年間ですか、指定管理やりますから、３０年先のことは心配しなくて

もよいということであれば、それまででしょうけども。ただこの会計処理のあり方は、私はち

ょっとおかしいんじゃないかなと思うんです。まず１点このことについてどういう見解でこう

いうことをされてあるのか、また改善する余地はお持ちなのか、お尋ねします。 

○健康増進課長 
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 この企業会計を創立するときに、その議論がされてたという話を聞いております。ただそこ

の減価償却費分を、先ほど言いましたようにも協会から引当金として持つという方法もあるん

ですけども、最終的に今回の建て替えもそうなんですが、今度壊してまた新たに建てる分につ

いても同じように経費のほう、かかる現金の分は向こうから見てもらうし、起債の分で充てる

ようにはなるんですけども、同じ理屈でどんどんまた減価償却費分が赤字になってきていると。

それをどのような形で処理すれば一番理想的かというと、やはり協会側からそこの分の引当金

的なものをもらってというのが理想なんでしょうけれども、それが本当に有効な手段かという

のも私どもまだ勉強不足なので分かりかねるんですけども、現状では今の方法で行かせてもら

いたいというふうには考えております。 

○原田委員 

 現状で行かせていただきたいというのは、現状どうしていいか分からんから行かせていただ

きたいって聞こえたんですね、今。要するにそういうことじゃないかなと思うんですけども、

今から建て替えましてね、これ減価償却、どんどん膨らんでまいりますよね。だから手立てを

するんだったら早くしないと、これ何らかの処理しないとまずいんじゃないですか。これは絶

対、検討の価値はあろうかと思います。これは検討していただきたいということで終わっとき

ます。それからもう１点ですね、これ何でこういうことになるのかなと思うのが、貸借対照表

のほうでありますが、借入資本金というところがありますね。８ページの資本の部でですね、

４ 資本金、自己資本金それから２番目の借入資本金、これがどうも私は意味がわからないん

ですよ。これ通常の借入金でしょう。これが何で資本勘定に入るんですか。通常で言えば、こ

れ長期借り入れっていうかたちですよね。そうしますと、これは私は長期的な負債じゃなかろ

うかなと思うんですが、どういう解釈でというか、どういう法律付けか何か知りませんけども、

何でこれが資本金の分に入るんでしょう。これを教えていただきたいんですが。 

○健康増進課長 

 委員おっしゃいますように、企業債分というのは借り入れ、借金ということになるんで、企

業会計自体でこういう事務処理をするようにということでなっているということで、ここに計

上させてもらっているということでございます。 

○原田委員 

 何らかの法的根拠があって、それに従ってやっているということですか。 

○健康増進課長 

そういうことでございます。 

○原田委員 

 その法的根拠がどういうものか、概要で結構です。お示しください。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １４：０４ 

再 開 １４：１２ 

 委員会を再開いたします。 

○健康増進課長 

 失礼いたしました。企業会計におきましては、資本は資産の額から負債の額を控除すると定

められておりますが、企業会計のほうでは建設改良の目的のために発行いたしました企業債に

つきましては、その相当する金額を借入資本金として処理するように定めがございます。ただ、

この会計処理がいま通常の企業の処理の方法とかけ離れたものでございますので、今そこの改

正の検討が行われております。 

○原田委員 

 いま総務省のほうでさまざまな試案がなされてますよね。多分総務省のほうで、こういった
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改正もいま着手されてあるんじゃないかなと思うんです。極力やはりそういったわかりやすい

形にですね、こういった特殊な処理というのは、多分いま行政だけじゃないかなと思うんです

よ。それもなるべく一般の方が見られましてもわかりやすいように、その方向で検討される必

要があろうかと思います。結局問題になるのは病院会計自体はですね、これはもうトンネル会

社と言ったらもうトンネル会社なんです。ただ言いましたように、減価償却の処理をどうする

のかですね。今回、建設仮勘定というのも上がってましたよね。１億７千万円だったですかね。

要するに、これが１億７５００万円上がってますけど、あくまでも概算でしょうから、ひょっ

としたらまだかかるもしれない。そうしますと、減価償却もだんだん膨れ上がってくるという

ことになります。で、これは減価償却累計額ということで、間接法で記載されてありますけど

も、この取得価額も増えるし減価償却累計額も増えてくる。したがって、マイナスも増えてく

る。これやっぱり何らかのかたちをしないとですね、取り返しがつかないというか、どう処理

していいかわからなくなると思うんです。くれぐれもですね、今後の大きな検討課題として内

部で検討していただきたいことを要望して終わります。 

○委員長 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １４：１５ 

再 開 １４：１５ 

 （委員長交代） 

 委員会を再開いたします。 

他に質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○楡井委員 

 病院、この市でのこの会計についてのですね、数字はいろいろ明らかにすることができるん

ですけれども、この関係からだけでは市立病院そのものの会計の内容といいますかね、決算の

内容が指定管理者制度という制度に移したがために、こちらとしてはなかなかタッチできない

ということになるではないかと思うんですね。事実その収支決算がわからない、見えないとい

うことに今なります。そうなってくると、看護師さんをはじめ、従業員の方たちの福利厚生等

についても審議できないというような状況にもなるしですね、そういう側面から見ればほんと

の意味で議会が飯塚市立病院にタッチできないというような条件にもある会計でありますので、

これについてはやっぱり賛成できかねるということでの反対討論にさせていただきたいと思い

ます。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第２５号 平成２３年度飯塚市立病院事業会計予算」について、原

案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第２７号 飯塚市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例」を議題

といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○保育課長 

 「議案第２７号 飯塚市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例」につきまし
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て、提案理由の補足説明をいたします。 

議案書の１２ページをお願いいたします。「議案第２７号 飯塚市附属機関の設置に関する

条例の一部を改正する条例」につきましては、公立保育所及び公立幼稚園のあり方に関する事

項を総合的に調査審議していくための付属機関とするため「飯塚市公立保育所運営検討委員

会」を「飯塚市公立保育所・幼稚園あり方検討委員会」とするものでございます。 

以上、簡単ですが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明を終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第２７号 飯塚市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条

例」については原案のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

○委員長 

暫時休憩します。 

休 憩 １４：１９ 

再 開 １４：２０ 

委員会を再開いたします。 

次に「議案第２８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○健康増進課長 

「議案第２８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例」についての補足説明をい

たします。 

議案書の１４ページをお願いいたします。老人医療制度につきましては、１９年度をもって

制度が廃止され、後期高齢者医療制度へと移行いたしております。高齢者の医療の確保に関す

る法律の附則第３９条で老人保健特別会計を残務処理のため平成２０年度から３年間の経過措

置を設けておりましたが、期間が終了いたしますので、このたび廃止するため、設置条例の一

部を改正するものでございます。 

以上、簡単ですが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第２８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例」につい

ては原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

お諮りいたします。案件に記載のとおり、執行部から２件について、報告したい旨の申し出
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があっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「飯塚市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定について」報告を求めます。 

○介護保険課長 

 「飯塚市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定について」説明いたします。 

市長の施政方針でもありましたとおり、介護保険法第１１７条により、３年を１期として、

老人福祉法第２０条の８に定める老人福祉計画と一体的な、「高齢者保健福祉計画及び介護保

険事業計画」を策定することとされておりますため、上程中の平成２３年度一般会計予算に関

連経費を計上し、平成２３年度に、平成２４年度から平成２６年度にかけましての「第５期飯

塚市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」を策定することとしております。 

また、事前調査としまして、二次予防事業対象者把握を併せた高齢者実態調査を行うことと

しております。 

資料のとおり、策定趣旨につきましては、高齢者保健福祉施策の総合的な推進を図るため策

定するもので、その期間は平成２４年度から平成２６年度の三ヵ年としております。策定の方

法としましては、高齢者実態調査を実施した上で、ニーズの把握に努め、介護給付実績分析、

各種データ収集整理、国の制度見直しを踏まえて、飯塚市高齢社会対策推進協議会に諮りまし

て検討を行うものです。策定スケジュールとしましては、次のページ２枚目につけております

けど、５月から６月上旬にかけまして実態調査を行い、その後、調査結果の集計、介護給付費

分析等を行った後に、８月より計画案の策定にかかり、平成２４年１月から２月にかけまして

計画書を作成する予定としております。実態調査につきましては、先ほど述べましたとおり、

５月から６月上旬にかけまして実施することとし、対象としましては、在宅要介護者

１,６００人、施設要介護者６００人、一般高齢者２,０００人、計４,２００人を予定してお

ります。本来であれば、一般会計の予算の議決を受けた後に報告すべきところですが、スケジ

ュールの関係から事前に報告させていただきます。 

以上簡単ですが説明を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に「飯塚市中心市街地活性化の取り組みについて」報告を求めます。 

○中心市街地活性化推進室主幹 

飯塚市中心市街地活性化の取り組み状況につきまして、ご報告いたします。 

資料１ページをご覧願います。まず、活性化の必要性でございますが、中心市街地は多くの

まつりやイベントが開催されるなど、地域コミュニティが受け継がれ、文化や伝統がはぐくま

れた地域でありますが、近年の郊外店の相次ぐ出店や高等学校の郊外移転などにより中心市街

地は疲弊の一途をたどっております。このような状況が続けば、近い将来まつりやイベントが

中心市街地からなくなり、地域コミュニティが崩壊するとともに、「飯塚」がまちの魅力や特

徴のない、郊外型、ロードサイド型の商業施設に依存した地方都市のひとつとなることが危惧

されます。また、多くの市民は車がないと生活できない状況にあり、車がない人、交通弱者、

お年寄りの方の自立的な暮らしが失われつつあります。 

次に、２ページをお願いいたします。活性化の方向性につきましては、中心拠点と地域拠点

の連携によるコンパクトなまちづくりなどを目指し、まちなか居住や都市福利施設の整備、市

街地の整備改善、商業の活性化を一体的に推進してまいります。 

次に、活性化を実現する方策でございますが、まちの活力低下と空洞化を引き起こす要因と
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捉えております飯塚本町火災跡地、ダイマル跡地、西鉄バスセンター、この３つの課題を解消

し、再生することを本市中心市街地活性化におけるハード事業の核と位置付けるとともに、各

種ハード事業と連携し相乗効果を発揮する各種ソフト事業を展開することで、５年後の中心市

街地の活性化を推進していきたいと考えております。 

次に、基本計画作成の考え方でございますが、地域ぐるみで作成し、民間活力を活用しなが

ら将来にわたり実現可能な、地域が主体的に行う、地域の創意工夫を活かした事業の実施に努

めるとともに、事業の効果が他地域に広がるような取り組みとなるよう計画を策定しなければ

ならないと考えております。また、今回の基本計画を実行することにより、活性化の基盤づく

りを行いまして、将来の本市発展につないでいきたいと考えております。 

次に、４ページをお願いいたします。基本計画策定に係る実施体制でございますが、上段が

現在の基本計画素案の作成にかかる体制、下段が基本計画素案作成後の実施体制を記載してお

ります。５ページ及び６ページにかけまして、これまでの経過と今後のスケジュールのなかで、

実施体制の件も記載しておりますので、詳細な説明は省略いたしますが、基本計画の総理大臣

認定申請を行うに当たり、商工会議所とまちづくり会社が共同で設置する中心市街地活性化協

議会の意見をいただく必要がありますので、現在、この協議会設置に向けた協議を関係者と行

っているところでございます。 

次に、７ページをお願いいたします。中心市街地活性化基本計画には、活性化を図ることに

よって地域が目指す目標を掲げ、その達成状況を的確に把握するため、具体的な数値目標を設

定する必要があります。 

現在、コンセプトや基本方針につきましては、外部組織の検討会議で検討中でございます。

コンセプトについては、少子高齢社会に対応した、誰もが住みやすいコンパクトなまちづくり

を目指したなかでの、「子供の笑顔、高齢者のなごみ、おもてなしの心が育むコミュニケーシ

ョンタウン」、基本方針については、「人が集い、交流する賑わいと憩いの場づくり」及び

「地域コミュニティを育み、誰もが住みやすい中心拠点づくり」とし、歩行者通行量と居住人

口を目標値に設定する案でございます。 

次に、８ページをお願いいたします。主な活性化事業につきまして、協議の進捗状況を説明

いたします。 

西鉄飯塚バスセンター再開発事業は、隣接地を含んだところでの再開発を検討しておりまし

て、今後西日本鉄道㈱が隣接地権者と協議を行う予定となっております。整備を行う地区面積

は約５,５００平方メートル、検討施設概要についてはバスセンターを併設した高層複合ビル

で、商業、業務、公共公益施設などを検討しております。整備期間は平成２７年度まで、事業

手法は組合施行の第１種市街地再開発事業を検討しております。 

次に、ダイマル跡地整備事業は、コミュニティビルとして再生し中心市街地活性化に寄与し

たいというＮＰＯ関係者がおられ、現在事業の実施主体や採算性などを確認しながら事業実施

に向けた協議を行っております。事業概要案の表の左側が、その検討内容でございます。整備

内容に記載しておりますが、ビルの再生が実現すれば１階をコミュニティスペースとして活用

することも検討しております。 

また、表の右側のまちなか交流広場整備事業でございますが、これはダイマル跡地をコミュ

ニティビルとして再生できない場合に、市が取得いたしまして解体後、コミュニティ広場とし

て整備することも検討しております。なお、根抵当権が設定されている問題につきましては、

法的な措置について顧問弁護士に相談をしているところであります。 

次に、９ページの火災跡地及び周辺整備再開発事業でございますが、現在、地権者やテナン

ト入居者など関係者１２７人で勉強会を開催しております。整備検討地域の面積は

７１７８.９５平方メートルで、現在活性化に向けた地域のゾーニング案の検討を行うととも

に、居住施設の整備を行うディベロッパーに対し、意向調査を行っております。整備検討案の
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ところに記載しておりますように、ゾーニング案には防災道路、公園、商業施設、居住施設を

盛り込んでおりまして、子育て支援施設の設置も検討しております。 

また、これらの整備を図るうえで、土地区画整理事業による土地の整理を行う必要があると

考えておりまして、市による施行も検討しているところであります。 

次に、都市計画道路新飯塚・潤野線の拡幅事業でございますが、昭和通りからよかもん通り

（公設市場横）までの延長約１４０メートルの拡幅工事を火災跡地及び周辺整備の土地区画整

理事業と一体的に施行することで検討しております。 

次に、１１ページをお願いいたします。中心市街地内の回遊性を高める事業といたしまして、

飯塚緑道整備事業や新飯塚地区歩行者空間整備事業を検討しております。地元関係者との協議

調整などを行いながら、事業計画を作成したいと考えております。 

次に１２ページをお願いいたします。ハード事業と連携して相乗効果を発揮するソフト事業

につきましては、詳細は別添のとおりでございますが、主なものとして循環バス整備や街なか

交流・健康広場、定住促進施策について関係機関や関係各課と協議をしております。 

各ソフト事業の詳細な説明は省略させていただきます。 

次に、現時点での総事業費、あくまでも概算の概算でございますが、民間事業者施行分を含

め、約１２０億円を見込んでおります。今後関係者と協議を進めていく中で事業費の変更は出

てまいりますし、まだ事業内容が確定しているわけではありませんので、個別の概算事業費に

ついては報告を控えさせていただきます。 

最後に、今後のスケジュールでございますが、６月までには基本計画素案を作成し、議会へ

の報告、中心市街地活性化協議会での意見聴取を行い、平成２３年度内の総理大臣認定を目指

してまいりますのでよろしくお願いいたします。 

以上、簡単ではございますが、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

暫時休憩します。 

休 憩 １４：１９ 

再 開 １４：２０ 

委員会を再開いたします。 

（委員長あいさつ） 

今日は、最後でございますので、一言御挨拶をさせていただきます。委員の皆様方、また執

行部の皆様方のご理解、ご協力をいただきまして、無事、委員長の責務を務めることができま

した。この場をお借りいたしまして、厚く御礼申しあげます。 

以上をもちまして、厚生委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 


